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動の㐍䬖䜢⟶⌮䛩䜛た䜑のホ౯యไ䜢ᵓ⠏䛩䜛䛣䛸䛜ᚲ要で䛒䜛䚹 

⡿ᅜの ERC プ䝻䜾䝷䝮では、Merit Review や ERC ᅛ᭷の評価基‽によって䝉ン䝍ー䜢᥇ᢥしたᚋ、Annual 

site visit review 䜔 Renewal review の⤖ᯝ䛻ᛂ䛨䛶、᭱኱ 10 年間のຓᡂ期間䜢設定し䛶䛔䜛䚹䛭䛖したཝ᱁䛺ホ

౯యไのୗ、㛗期間䛛䛴ᰂ㌾䛺ຓᡂ䜢⾜䛖䛣䛸䛻䜘䜚、ERC 䛜䝞䜲䜸䝯䝕䜱䜹ル・䜶ン䝆䝙䜰䝸ン䜾ᩍ⫱䜢自発ⓗ

䛻⥅⥆䛩䜛యไ䜢ᩚ䛘䜛䛣䛸䛜ྍ⬟だ䛸⪃䛘䜙䜜䜛䚹 

４䠉２． ་ᕤ教育プ䝻䜾ラ䝮にᑐ䛩る⤯ᑐ評価とㄆ定 

⡿ᅜでは、⡿ᅜ工学ᢏ⾡ㄆ定機㛵䛜䝞䜲䜸䝯䝕䜱䜹ル・䜶ン䝆䝙䜰䝸ン䜾のᩍ⫱プ䝻䜾䝷䝮䜢対㇟䛸䛩䜛⤯対

ホ౯䛸ㄆ定䜢⾜䛳䛶䛔䜛䛜、᪥ᮏでは་工ᩍ⫱プ䝻䜾䝷䝮䜢対㇟䛸䛩䜛⤯対ホ౯䜔ㄆ定は⾜䛳䛶䛔䛺䛔䚹᪥⡿

䛻䛚䛡䜛⌧ᅾのᩍ⫱プ䝻䜾䝷䝮のෆᐜは㢧ⴭ䛺ᕪ䛜䛺䛔䛣䛸䜢๓㏙した䛜、௒ᚋ、ᡃ䛜ᅜでᩍ⫱プ䝻䜾䝷䝮䛜ᣑ

኱䛩䜛䛣䛸䜢⪃䛘䜛䛸、䛭䜜䜙の᪂し䛔ᩍ⫱プ䝻䜾䝷䝮䛜⡿ᅜ䛸ẚ䜉䛶㉁ⓗ䛻ຎ䜛䛣䛸の䛺䛔䜘䛖䛻䜽䜸䝸䝔䜱䝁ン䝖

䝻ール䜢ᐇ㊶䛩䜛ᚲ要䛜䛒䜛䚹䠏－䠏䠊で♧した䜘䛖䛻、᪥ᮏは་⒪機器開発䜢ᢸ䛖人ᮦの⫱ᡂ䛻䛚䛔䛶修ኈㄢ

⛬でのᩍ⫱䜢重どし䛶䛔䜛䛣䛸䛛䜙、特䛻修ኈプ䝻䜾䝷䝮䜢対㇟䛸䛩䜛⤯対ホ౯䛸ㄆ定のไᗘ䜢設䛡䜛䛣䛸䛜᭷

ຠ䛸⪃䛘䜙䜜䜛䚹 

ᡃ䛜ᅜ䛻䛚䛡䜛་工ᩍ⫱の⤯対ホ౯䛸ㄆ定のไᗘ䜢ᩚഛ䛩䜛䛻䛒た䛳䛶は、ᑓ㛛ⓗぢᆅ䛛䜙᳨ウ䛩䜛た䜑

䛻、་工学䛻㛵㐃䛩䜛学༠఍のཧ⏬䛜ᚲ要で䛒䜛䚹⡿ᅜ工学ᢏ⾡ㄆ定機㛵䛻は⡿ᅜ䝞䜲䜸䝯䝕䜱䜹ル・䜶ン䝆

䝙䜰䝸ン䜾学఍䠄BMES䠅䛜ຍ┕し䛶䛚䜚、同学఍䛜୰ᚰ䛸䛺䛳䛶䝞䜲䜸䝯䝕䜱䜹ル・䜶ン䝆䝙䜰䝸ン䜾ᩍ⫱の⤯対

ホ౯ᇶ‽䜢సᡂし䛶䛔䜛䛣䛸䛛䜙も、学༠఍のാき䛜重要で䛒䜛䛸⪃䛘䜙䜜䜛䚹 

４䠉３．་⒪ᶵჾに㛵䛩るレギュラト䝸ー䝃イエンス教育の強化 

䝺䜼䝳䝷䝖䝸ーサ䜲䜶ンスは、་⒪機器の開発䛛䜙ᐇ用化䜎でのプ䝻䝉ス䜢ᨭ䛘䜛重要䛺学ၥ㡿ᇦで䛒䜚、⡿

ᅜでは 1960 年௦ᚋ༙䛛䜙ᩍ⫱プ䝻䜾䝷䝮䛜⥆䛡䜙䜜䛶きた䚹᪥ᮏでは、ᑓ㛛ᩍ⫱プ䝻䜾䝷䝮の開始䛜 2010 年

๓ᚋ䛛䜙䛸ᐇ⦼䛜䛺䛔た䜑、௒ᚋの⢭ຊⓗ䛺ྲྀ⤌䜏䛜ᚲ要で䛒䜛䚹 

་⒪機器䛻㛵䛩䜛䝺䜼䝳䝷䝖䝸ーサ䜲䜶ンスᩍ⫱䜢ᙉ化䛩䜛た䜑䛻は、᪤Ꮡのᩍ⫱プ䝻䜾䝷䝮䜢඘ᐇ䛥䛫䜛䛣䛸、

኱学のᑓᨷㄢ⛬䜢᪂設䛩䜛䛣䛸䜔་工ᩍ⫱研究ᣐⅬでᩍ⫱プ䝻䜾䝷䝮䜢᪂た䛻ᑟධ䛩䜛䛣䛸䛜⪃䛘䜙䜜䜛䚹་

工ᩍ⫱研究ᣐⅬでは、་工学の修ኈྕ䛒䜛䛔は༤ኈྕ䛸ඹ䛻䝺䜼䝳䝷䝖䝸ーサ䜲䜶ンスのサー䝔䜱䝣䜱䜿䜲䝖䠄ᒚ

修ド明᭩䠅のྲྀᚓ䜢ྍ⬟䛸䛩䜛プ䝻䜾䝷䝮䜢設䛡䜛䛣䛸䛜୍᱌で䛒䜛䚹䛔ず䜜䛻䛫䜘、᪥ᮏでは᪂し䛔⫋ᇦ䛺ᨾ、

修了⏕の♫఍ⓗ䛺ཷ䛡─䜢ぢᤣ䛘䜛䛣䛸䛜ᚲ要で䛒䜛䚹 

４䠉４．大Ꮫ⊂自の་ᕤ教育䜈のྲྀ組み䜈の✚ᴟ的評価  

䠐䠊䠍䡚䠐䠊䠏は、⡿ᅜ䛛䜙学䜆䜉き་工ᩍ⫱プ䝻䜾䝷䝮のᐇ᪋యไ䛸し䛶ᥦ᱌した䛜、ᡃ䛜ᅜ⊂自のᐇ᪋యไ

のᩚഛも重要で䛒䜛䚹ᡃ䛜ᅜ䛻䛚䛔䛶、኱学での་工ᩍ⫱研究䜢発ᒎ䛥䛫䜛た䜑䛻は、኱学䛜᪂た䛻⊂自の་

工ᩍ⫱䛻䝏䝱䝺ン䝆し䜔䛩䛔⎔ቃ䜢䛴䛟䜛䛣䛸䛜ᚲ要で䛒䜛䚹䛭䜜䛻は、኱学⊂自のᩍ⫱研究ά動䜢✚ᴟⓗ䛻

ホ౯し、኱学䜈䜲ン䝉ン䝔䜱䝤䜢୚䛘䜛䜘䛖䛺ྲྀ⤌䜏䛜Ḟ䛛䛫䛺䛔䚹ලయⓗ䛺ྲྀ⤌䜏の 1 䛴䛸し䛶、従᮶の኱学

ホ౯のᯟ⤌䜏䛻᪂た䛺ホ౯の௙⤌䜏䜢ຍ䛘䜛䛣䛸䛜⪃䛘䜙䜜䜛䚹 

ᡃ䛜ᅜ䛻䛚䛡䜛⌧ᅾの኱学ホ౯、౛䛘䜀、䠄⊂䠅኱学ホ౯・学఩ᤵ୚機ᵓのᐇ᪋䛩䜛኱学機㛵ูㄆドホ౯

では、኱学のᩍ⫱研究ά動➼䛜つ定の኱学ホ౯ᇶ‽䜢඲䛶‶たし䛶䛔䜛ሙྜ䛻、኱学඲య䛜኱学ホ౯ᇶ‽

䜢‶た䛩䛸ุ᩿䛥䜜䜛䚹୍᪉、኱学のᩍ⫱研究ά動➼䛜ホ౯ᇶ‽の 1 䛴でも‶たし䛶䛔䛺䛔ሙྜ䛻は、኱学඲

య䛸し䛶኱学ホ౯ᇶ‽䜢‶たし䛶䛔䛺䛔䛸ุ᩿䛥䜜䜛䚹䛣のホ౯᪉ᘧ䛻䜘䜚、኱学䛻䛚䛡䜛ᩍ⫱研究ά動➼の⥲

ྜⓗ䛺≧ἣ䛜㐺ษ䛻ホ౯䛥䜜୍定の㉁䛜ᢸಖ䛥䜜䛶䛔䜛䛜、་工ᩍ⫱の䜘䛖䛻♫఍のᙉ䛔䝙ー䝈䛻䛣た䛘䜛ά

動䜢✚ᴟⓗ䛻ホ౯䛩䜛௙⤌䜏䜢ຍ䛘䜛䛣䛸で኱学ホ౯のᖜもᗈ䛜䜛䛣䛸䛜期ᚅ䛥䜜䜛䚹 

♫఍ⓗ䝙ー䝈䜈の対ᛂ䜢┠ᣦ䛩་工ᩍ⫱䜢✚ᴟⓗ䛻ホ౯䛩䜛た䜑の᪉⟇の 1 䛴䛸し䛶、኱学䛜᪂た䛺་工

ᩍ⫱䛻䝏䝱䝺ン䝆䛩䜛䛣䛸自య䜢䜎ず๓ྥき䛻ホ౯し、䛭のᚋはᩍ⫱ά動のඃ䜜たⅬ䜢ྲྀ䜚上䛢䛶᭦䛻ホ౯䛩

䜛䛸䛔䛳たຍⅬホ౯の᪉ᘧ䛜⪃䛘䜙䜜䜛䚹་工学は学㝿ⓗ要⣲のᙉ䛔学ၥで䛒䜛た䜑、኱学でᩍ⫱䜢⾜䛖㝿䛻

は学ෆ㛵㐃⤌⧊のᵝ䚻䛺䝸䝋ース䜢⤖㞟䛩䜛ᚲ要䛜䛒䜛䚹䛴䜎䜚、኱学䛜᪂た䛺་工ᩍ⫱プ䝻䜾䝷䝮䜢始動し䛶

㌶㐨䛻஌䜛䜎では、学ෆ㛵㐃⤌⧊䛻䛚䛡䜛ᮏ᮶のᩍ⫱ά動䛜పୗ䛩䜛ྍ⬟性䛜䛒䜚、⤖ᯝ䛸し䛶኱学඲యの

ホ౯䛻㈇のᙳ㡪䜢୚䛘䜛䛣䛸䛻䛺䜚䛛䛽䛺䛔䚹䛭䛖した䝸ス䜽䛜䛒䛳䛶も、኱学䛜᪂た䛺་工ᩍ⫱䜈のពḧ䜢高䜑

䜛䛣䛸䛜出᮶䜛䜘䛖䛺ホ౯䝅ス䝔䝮䜢⪃䛘䛶䛔䛟ᚲ要䛜䛒䜛䚹 

 
 

 
 

����	
 

地域ǁƽǀプログラム成果の考察�
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2001 æにクラスター政策がÙ入されて以ƳĠĪ
化したûがÀの地域科学技術B]ベーシiン政策

(以下、�RSTI 政策�)に関しては、一定の成果創�
があったと評価される一方、様々な課題の指Čも行

われている（Ű合科学技術�議,2008）。2010æ以Ƴ
は�事業�分け�をŷĚとしたRSTI政策のŲÚ・
�űや、これに�った地方�共½体における科学技

術Ăź等の課題も指Čされるところとなっている

（áĠ,2011）。ėĠのRSTI政策がƝĉĞをƟえる
中、かかる課題に対するƉĺを¿ってい�ためには、

政策と研究の一ÞのkンケージがĞðされている。 
Ġ研究では、RSTI 政策において展開されてきた

R&D プログラムを±り上げ、その成果の分析を行
うとともに政策実施プロセスをôƸにおいた�的支

援の実効性について考察する。 
 
�	
 ���� 
� ���������
!��	$" #���

そもそも�的R&D支援の必要性についてはこれ
まで様々な議論が行われてきた。よ�知られている

ように一ŻにこれをĴí化するŉŏとして、�ãÆの

Íď�により技術開Œに対するþ資がŞ�的なĝƨ

ķŁよりもƥÚになるとの考え方がある。また、Ĵ

の外部性をともなう知識スIルGー^ーをĀつため

に�的支援の合ŉ性がxìされる。（Arrow,1962、
後ž・żġ,1984） 
もとよりü�をµめて様々な論議がある中で、�

的R&D支援に関する研究は、その効果の検証をめ
�って展開されてきた。�的 R&D支援の成果・研
究評価（Jaffe,1998、Georghiou&Roessner,2000）
に関する研究や�的 R&Dþ資によるƐŒ効果ない

しは�Ĝ効果に関する評価をめ�る研究（Davis et 
al.,2000、Sakakibara,1997）など、その内Õは多
岐にわたっている。技術開Œを支援する�的ı関で

も研究評価の整備は進@でいる。ただし評価制度は

充実する一方で、政策実施ƥŠのaラックdックス

化等の問題もあり、より多面的にR&Dの実効性を
ŉƉしようとする議論もある（ğģ,2006）。 
��������.3'1/!���

ėĠにおける地域 R&D支援に関する論議は、政
府(Ũ)の研究評価文ěよって占められている。たと
え.経済産業省による地域研究開Œ施策に関するレ

eート(経済産業省,2009)1等、省çが個々のR&D施
策を対Ɩに行った制度評価に関する報¶ěである。 
経済産業省の実ō化研究開Œを事例として±り上

げた研究としては、マ\ジhント・推進体制のƬ要

性にřŔした成¥・Íď要因の分析（Ġ多・Ç

Ġ,2003）、Ĥª地域における産学のアクターに関す
る地ŉ的Ơ接性にĽŔした考察(Ŀķß・¯ß,2007)、
あるいは共同研究体の成¸をOンプルにした\ット

oークĮƢの分析(Ź�,2009)などがある2。 
ただしデータ制ũ等により地域 R&Dプログラム
に関する成果をÔ観的に捉えることがÕęではない

こともあって、実ƛ的な課題と結びついた研究蓄積

は�Ńyしい状況にある。データ制ũがあるに�よ

多面的に�的R&D支援の実効性ないし政策自体を

                                                   
1 経済産業省(2009)では、全省的技術評価指Ưに¢し、成果Ʒ
ŔのÎí性を評価している(評点はŰ合2.40/3.00)。この報¶
ěでは後で±り上げる�地域Ĕŋコンソーシアム研究開Œ事

業�を対Ɩとしており、Ű合的な評価としては、地域B]ベ

ーシiンに対するÌきなï割をƏめ一定の成果をƓっている。 
2 この2かにも地域B]ベーシiン・システムのパ`Fーマ
ンス評価の観点から共同研究に関するÉĐをµ@だ分析(平
Ŏ・ĸŎ,2005)も行われている。 
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捉えることがƬ要となっている。そこでĠ研究では

クラスター政策のÙ入以Ƴ、政策ÿíŶが直面して

きた課題にńらして、次のような視点を提起する。 
・クラスター政策との関係 
・政府R&D施策間のつながり 
・成果、アCトプットのƉƫ 

 
�.	
 ��と考� 
������� �

� 考察を行うにあたってĠ研究では経済産業省によ

る� (
)

( )
( ,2009)

3  
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3   
2011 7 8  
4   
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D: E:  

 
 

 
 

   

                                                   
3 Ġ事業は、ť一Ğ科学技術基ĠƊŐを踏まえ1997æ度に開
Ïされた施策である。一Żħの2か中Ú�業ħ・他府省連携

ħ等がƋけられている。 
4 経済産業省地域技術課提供。 
5 Ġ研究では補完研究Ğ間を考慮しこのŪ|後5Hæを経ƥ
した直Ơ3Hæ度を対Ɩとした。 

 
���デ6+!
��

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
�
�

������

(
2,3)  
(1)  産業クラスター関連  

 6割ƚ(62.2%)の PJが産業クラスターとの結び
つきをĀっている。地方局別には、中部（93.2%）、 

  Ĥª（83.3%）の割合が高い。技術分野別には、 
  ラB`OBEンス（73.1%）、ƃƢ技術(66.3%)で 
  その割合が高い。 
(2)  府省間連携 

 ũ1/4(25.4%)が府省間の連携PJ。特に文科省関 
  連施策（知的クラスター4、ƪãEkア14、JST 
  施策等）とのųがりが全体のũ8割を占めている。 
(3)  事業化 
   事業化・実ō化の割合はũ4割（事業化率20.5%）。 
  ¬ĐƚのPJはR&DをëきůきŮů（補完研究 
  中）。地方局別では、中À（11.8%）・Ĥª(13.9%)・ 
  Ơő(18.4%)が平均を下回っている。技術分野別 
  では、ラB`OBEンス（29.0%）の割合が高い。 
(4) 特ƌ関連 
   特ƌ�ƺ件Đは、1PJあたり2.1件。技術分野別 
  には、[]テクĢē（同2.8件）、情報通�（同 
� 2.6件）の件Đが比較的に多い。地方局別には中 
� À局（同3.3件）、関Ĥ局（同2.8件）で多い。 
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3 Ġ事業は、ť一Ğ科学技術基ĠƊŐを踏まえ1997æ度に開
Ïされた施策である。一Żħの2か中Ú�業ħ・他府省連携

ħ等がƋけられている。 
4 経済産業省地域技術課提供。 
5 Ġ研究では補完研究Ğ間を考慮しこのŪ|後5Hæを経ƥ
した直Ơ3Hæ度を対Ɩとした。 
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2,3)  
(1)  産業クラスター関連  

 6割ƚ(62.2%)の PJが産業クラスターとの結び
つきをĀっている。地方局別には、中部（93.2%）、 

  Ĥª（83.3%）の割合が高い。技術分野別には、 
  ラB`OBEンス（73.1%）、ƃƢ技術(66.3%)で 
  その割合が高い。 
(2)  府省間連携 

 ũ1/4(25.4%)が府省間の連携PJ。特に文科省関 
  連施策（知的クラスター4、ƪãEkア14、JST 
  施策等）とのųがりが全体のũ8割を占めている。 
(3)  事業化 
   事業化・実ō化の割合はũ4割（事業化率20.5%）。 
  ¬ĐƚのPJはR&DをëきůきŮů（補完研究 
  中）。地方局別では、中À（11.8%）・Ĥª(13.9%)・ 
  Ơő(18.4%)が平均を下回っている。技術分野別 
  では、ラB`OBEンス（29.0%）の割合が高い。 
(4) 特ƌ関連 
   特ƌ�ƺ件Đは、1PJあたり2.1件。技術分野別 
  には、[]テクĢē（同2.8件）、情報通�（同 
� 2.6件）の件Đが比較的に多い。地方局別には中 
� À局（同3.3件）、関Ĥ局（同2.8件）で多い。 

(5) 論文 
   論文Đは、全体で1,176 （1PJあたり2.9）、情 
� 報通�分野で242（同5.4）。Ɓëō件Đは、1,350   
（同3.3）で、ŊÈ・E\ルJー（同 4.9）、[]テ 
� クĢē（同4.4）でそのĐが多い。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
    

(6) 中Ú�業の展示��展件Đ 
   全体で732（1PJあたり1.8）。地方局別にはª 
  ľƦ（同2.6）、{â（同1.8）が上位。技術分野 
  別には、ƃƢ技術（同 2.4）、情報通�（同2.3） 
  の�展Đが多い。 
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4. 考察・ディスカッション 
分析の角度は様々であり、その結果が示唆すると

ころも多岐にわたっている。地方局別・技術分野等

掘り下げるべき点は残されているが、以下では研究

の視点おいて提起した産業クラスターとの関係、

R&D プログラムの府省間関連ないしは成果の観点
から考察する。 
産業クラスターと結びついた PJ が高い割合であ
るところを見る限り、地域コンソがそれ自体独立し

て推進されたというよりはクラスター政策と密接に

連携しつつ展開されたことを示唆している6。このこ

とは地域コンソが単に地域共同研究を促進する競争

的資金という位置づけをもつに止まらず、個々の地

域において掲げられた政策テーマ等と連動し地域全

体への相乗効果・波及を考慮に入れた施策であるこ

とを意味している。地域政策パッケージの中核的ツ

ールとして施策展開された真の成果については、ク

ラスター政策の評価そのものとの関係の中で問い直

される余地があるだろう。 
次にR&D支援に関する府省間の連携をみると文
部科学省をはじめ他府省との連携案件が全体の 1/4
を占める中で、その事業化割合は27.4%(全体平均は
20.2%)と相対的に高い。このことは地域において政
策連携が比較的効率的な形で推進されたことを示唆

している。一方で、府省をまたいで展開されている

R&D 支援に関しては、連携や成果とその因果関係
などその全貌を十分に捉えることが困難である。特

に知的クラスター創成事業と産業クラスター（地域

コンソ）の政策間には、①制度評価のベースとなる

査定プロセスの相違があり評価尺度が不統一、②府

省間連携の具体的なプロセスや補完関係等が明らか

ではない等の課題があると思われる。地域における

シームレスな政策展開とその実効性という課題に関

してはさらに検証が加えられる必要がある。 
 
Ⅳ.	
 まとめ 
地域R&Dプログラム成果に関して地域コンソ事
業を事例に考察した。経済産業省において展開され

てきた地域R&Dプログラムに関する基礎的なデー
タを提供した。この事例データを通じて事業化等の

成果指標と地方局・ないしは技術分野別プロジェク

                                                   
6 なお成果(事業化率)との関係をみると産業クラスター関係
PJの事業化割合が21.8%で、それ以外のPJの17.6%をわず
かに上回る結果となっている。 
 

トの特徴を分析した。またクラスター政策との関係

や府省間の連携状況を考察し、RSTI 政策が直面し
てきた課題を踏まえた議論を行った。今後は、アク

ターの特性等を考察することにより地域内外を考慮

した分析を行うことが課題となる。 
なお、RSTI 政策に関する研究や政策立案に資す
るため、これまでに各地において蓄積された経験的

知識や事例情報など幅広いデータの整備・充実が求

められている。 
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